（第3条関係）

令和　　年　　月　　日
東　広　島　市　長　　様

受注者
住所


氏名


請　負　代　金　内　訳　書

工　事　名


契約年月日
令和　　年　　月　　日

請負代金額
円

工　　　期
令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	費目
	工　種
	種　別
	細　別
	規格
	単位
	数量
	単価
	金　額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（直接工事費のうち、材料費　　　円）

（直接工事費のうち、労務費　　　円）

（工事原価のうち、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料の事業主負担額）　　　円）

（工事原価のうち、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律第10条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費）　　　円）

（現場管理費のうち、建設業退職金共済契約（中小企業退職金共済法第2条第5項に規定する特定業種退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金　　　円）

· 注１　共通仮設費については、内訳として運搬費、準備費、仮設費、事業損失防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費があり、本工事で該当する項目全てについて記入するものとする。
注２　建設業退職金共済制度の掛金納付の対象となる労働者がいない場合は、金額の欄に「－」と記載すること。
（第3条関係）

令和　　年　　月　　日
東　広　島　市　長　　様
受注者
住所


氏名


当 初 （変更） 工 程 表
工　事　名
　　　　　線・川　　　　　　　　　　工事

工事箇所
　　　　　市　　　　　区

　　　　　郡　　　　　町

上記工事について、契約約款第3条に基づき次のとおり提出します。

	費　目
	工　種
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	摘　要

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　工程は棒線で記入し、それぞれの日を明示すること。（例　3　　　　　　　12）

　　　変更の場合は、当初を　　　　　、変更を　　　　　で記入する。

　２　着工年月日から工期末日迄を記入すること。
(　　枚目)
	費　目
	工　種
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	摘　要

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


	備考


	総　　合　　工　　程　　表
	％
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	100
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	90
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	80
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	70
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	60
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	50
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	40
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	30
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（第９条関係）

権限委任（職務分担）通知書
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長　　
次のとおり監督職員に権限を委任し（職務を分担させ）たので、通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	監督職員の職・氏名及び委任権限

(職務の内容)
	監　　督　　職　　員

総括監督員　

主任監督員　

監　督　員　

	
	旧　監　督　職　員

総括監督員　　　　－

主任監督員　　　　－

監　督　員　　　　－


（第10条関係）
現場代理人及び主任技術者等指名(変更)届
令和　　年　　月　　日
東　広　島　市　長　様
受注者
住所


氏名　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり指名（変更）しましたのでお届けします。
１　工事名等
	工事名
	

	工事箇所
	

	契約年月日
	

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日
完成　令和　　年　　月　　日

	請負代金額
	


２　現場代理人
	氏名（生年月日）
	（　．　．　生）

	現場代理人の委任除外権限
	


３　主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐
	施工形態
	技術者の
区　　分
	氏名
（生年月日）
	資格
	登録番号又は
資格者証番号

	直営
	Ⅰ全て自社施工
	主任技術者
	（　．　．　生）
	
	

	一部下請施工
	Ⅱ下請け総額
　5,000万円未満
	
	
	
	

	
	Ⅲ下請け総額
　5,000万円以上
	監理技術者
	（　．　．　生）
	
	

	
	
	監理技術者補佐
	（　．　．　生）
	
	


４　専門技術者（工事の種類：　　　　　　　　　　工事）
	氏　　　名（生年月日）
	資　　　格
	登録番号・資格者証番号

	（　．　．　生）
	
	

	（　．　．　生）
	
	

	（　．　．　生）
	
	


（注）１　施工形態欄は、該当する区分のローマ数字を○で囲むこと。
　　　２　資格欄には、建設業法第7条第2号イ、ロ及びハ並びに第15条第2号イ、ロ及びハのうち該当するものを記入するとともに、当該工事に必要となる資格者証等を添付すること。（実務経験者の場合は、実務経歴書を添付すること。）
　　　３　監理技術者については、監理技術者資格者証の写し（表・裏とも）及び監理技術者講習終了証の写しを添付すること。ただし、監理技術者資格者証の裏面に監理技術者講習終了履歴が記載されている場合は、「監理技術者　講習修了証の写し」は不要とする。
　　　４　施工形態の金額は、建築一式の工事にあっては、8,000万円と読み替えること。

　　　５　配置する主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐について、必要な誓約書を添付すること。
　　　６　主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐と受注者との雇用関係が確認できるもの（※）を添付すること。ただし、監理技術者資格者証で確認できる場合はこの限りでない。
　　　７　専門技術者とは、建設業法第26条の２に規定する技術者をいう。
　　　８　記載事項に変更が生じた場合は、速やかに再提出すること。ただし、「１　工事名等」欄における記載事項の変更については、再提出を不要とする。
　　　※雇用関係が確認できるものの例
　　　　①住民税特別徴収税額通知書（写し）

　　　　②健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書（写し）

　　　　③所属会社の雇用証明書（写し）又はこれらに準ずる資料
実　務　経　歴　書

※この様式は１業種につき１枚作成してください。

	技術者氏名（生年月日）
	
	（昭・平　　　年　　　月　　　日生）

	最終学歴
	学校名
	
	建設業法施行規則第１条の表中の該当学科名
	に関する学科

	
	学部・学科
	
	
	

	
	卒業年月
	昭・平・令　　　年　　　月卒業
	入社年月
	昭・平・令　　　年　　　月入社

	区　　分
	業　　種
	該当区分
	実務経験区分

	
	□　土木一式

□　建築一式

□　その他（　　　　　　　）
	□　建設業法第７条第２号イ
	□　５年以上　□　３年以上

	
	
	□　建設業法第７条第２号ロ
	１０年以上

	実務経験及びその実務経験の内容

（該当する業種に関する工事の名称、その工事に従事役職等及びその従事期間を記入してください。）

	所属会社名
所　在　地
所 属 期 間
	建設業法第２条における発注者
	工　事　名
	従事役職等
	従事した期間

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	
	
	
	主任技術者・現場代理人

その他（　　　　　　　）
	　　　年　　月～

　　　　　年　　月

	合計　　　　年　　　か月
	
	
	
	

	上記のとおり相違ありません。

令和　　　年　　　月　　　日

所　在　地

商号又は名称

代 表 者 名


現場代理人配置承認申請書

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様






受注者　住所






　　　　氏名
	工事名
	

	工事箇所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	工期
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

	請負代金額
	


　上記工事は（□　附帯随意契約工事（注２）であるため／□　請負金額500万円未満の維持修繕・災害復旧工事であるため）、次の者を現場代理人として配置したいので、承認してください。

	氏名（生年月日）
	

	従事工事一覧
	発注者
	工事名
	工事箇所
	請負金額
	工期
	従事役職

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人

	
	
	
	
	
	Ｒ　　年　　月　　日

～

Ｒ　　年　　月　　日
	□　監理技術者

□　主任技術者

□　現場代理人


注１）この様式は、他の工事の現場代理人として従事している場合のみ提出すること。

注２）同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる

　　工作物等に一体性が認められることを理由に随意契約締結した工事をいう。



誓約書
令和　　　年　　　月　　　日

東広島市長様
受注者　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　

（工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の施工に関し、（主任技術者・監理技術者・監理技術者補佐・現場代理人）として配置する者（　　　　　　　　　）は、営業所技術者等又は経営業務の管理責任者（以下「管理責任者等」という。）のいずれでもありません。また、現在、他の建設工事の主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐又は現場代理人のいずれでもなく、東広島市「技術者等の適正配置について」の配置要件に抵触していないことを誓約します。
　なお、当該工事が完了するまでに、東広島市「技術者等の適正配置について」の規定内において、他の工事の技術者等に配置される、又は管理責任者等の役職に従事する場合は、その事実を報告することも併せて誓約します。


誓約書
令和　　　年　　　月　　　日

東広島市長様
受注者　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　

（工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の施工に関し、（主任技術者・監理技術者・現場代理人）として配置する者（　　　　　　　　）は、次の表１及び表２のとおりの兼務、従事状況であり、東広島市「技術者等の適正配置について」の配置要件を満たしていることを誓約します。なお、表１における技術者等の兼務について、兼務申請が必要な場合は、別途兼務申請書を提出します。

	発注者名
	工事名
	請負金額（円）
	配置役職
	工期

	
	
	
	
	～

	
	
	
	
	～

	
	
	
	
	～

	
	
	
	
	～



	営業所技術者等
	経営業務の管理責任者
	左記２つのいずれでもない。


（第11条関係）

工事履行報告書

	工事名
	

	工　　期
	
	～
	

	日　　付
	
	（　　月分）

	月　　　別
	予定工程　％
（　　）は工程変更後
	実施工程　％
	備　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（記事欄）



	主任
監督員
	監督員
	
	現場
代理人
	主任（監理）
技術者

	
	
	
	
	


備考　毎月７日までに、前月末までの履行状況を報告すること。

根拠となる資料を添付すること。
（第12条､第26条関係）

措　置　請　求　書
令和　　年　　月　　日

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様


（発注者）

（受注者）
次の工事の下記事項について、必要な措置をとるよう請求します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	請求事項
	


（第12条､第26条関係）
措 置 決 定 通 知 書
令和　　年　　月　　日

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

（発注者）

（受注者）
令和　　年　　月　　日付けで措置請求のあった事項について、次のとおり措置することに決定したので、通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	措置事項
	


（第13条関係）

工事材料持出承認願
令和　　年　　月　　日

（監督員）　　　　　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次の材料を持ち出したいので承認してください。

工事名

持出理由

	持出年月日
	品名
	形状寸法
	単位
	持出数量
	差引数量
累　　計
	持出先
	承認欄
※

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注1 持出理由は詳細に記入のこと。
2　※は監督職員承認欄
（第15条関係）

支 給 品 受 領 書

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次のとおり支給品を受領した。

	工事名
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	品　名
	規　格
	単位
	数　　量
	備　考

	
	
	
	支給数量
	使用数量
	残数量
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（第15条関係）

貸与品借用(返納)書
令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次のとおり貸与品を借用(返納)する。

	工事名
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	品　名
	規　格
	単位
	数　　量
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（第15条関係）

	貸与品
	滅失毀損報告書

	支給品
	


令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次のとおり(貸与品・支給品)を(滅失・毀損)したので報告します。

	工事名
	

	受領年月日
	令和　　年　　月　　日

	物品名
又は機械名
	滅失毀損の日時

及び時間と場所
	事故の原因
及び処置状況
	賠　償　額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注
1　事故の概要及び処置状況は別紙とし詳細に記入すること。

2　必要により図面、写真、賠償見積書、及び証明書を添付すること。

（第15条関係）

支 給 品 精 算 書

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次のとおり支給品を精算します。

	工事名
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	品　名
	規　格
	単位
	数　　量
	備　考

	
	
	
	支給数量
	使用数量
	残数量
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	※

監　督　員

証　明　欄
	上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証明する。
令和　　年　　月　　日

職氏名
	※

整理簿記入

	
	
	　年　月　日


注　※は監督員が記入する。
（第18条関係）

確認依頼書
令和　　年　　月　　日

（監督員）　　　　　様

受注者
住所
氏名
契約約款第　　条第　　項の規定に基づき、次の事項について確認願います。
	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	確認事項
	


（第18条関係）

確認結果通知書
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　様

東　広　島　市　長　
令和　　年　　月　　日付けで確認依頼のあった事項について、次のとおり確認したので通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	確認事項
	


（第19条､第20条､第40条関係）

工 事 内 容 変 更 通 知 書

令和　　年　　月　　日
（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）

次のとおり工事の内容変更をしたいので通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	変更内容
	

	変更理由
	


（第20条､第40条関係）

工 事 一 時 中 止 通 知 書

令和　　年　　月　　日
（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）

次の工事について工事の一時中止をしたいので通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	一時中止期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	一時中止の範囲
	

	理由
	


工 事 一 時 中 止 解 除 通 知 書

令和　　年　　月　　日
（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）
令和　　年　　月　　日付けで通知した次の工事の一時中止については、令和　　年　　月　　日をもって解除します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日


令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（受注者）
工　事　続　行　不　能　届

令和　　年　　月　　日付けで貴殿と請負契約を締結した次の工事については、続行不能となりましたので、お届けします。

１　工事名

２　工事場所

３　請負代金額

４　工期
着手　令和　　年　　月　　日　


完成　令和　　年　　月　　日　
５　続行不能理由


（第21条､第22条関係）

工期延長（短縮）申請書
令和　　年　　月　　日

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）

次の工事について、工期の延長（短縮）をしてください。
	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	
	令和　　年　　月　　日

	工期
	着手
	令和　　年　　月　　日

	
	完成
	令和　　年　　月　　日

	延長（短縮）日数
	
	日間

	延長（短縮）後完成期日
	
	令和　　年　　月　　日

	申請時の出来形
	％

	理由
	


（第23条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長　
工期の変更について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、次のとおり契約変更したいので協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１ 工事名

２ 契約金額

	内容
	既　契　約
	変　　　更

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日


３ 変更事項
４ 協議理由

５ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

６ 協議が整わない場合

協議開始日から14日以内に協議が整わない場合には、契約約款第23条第1項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

（第24条関係）
令和　　年　　月　　日
（受注者）　　　　　　　　様
東　広　島　市　長　
請負代金額の変更について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、次のとおり契約変更したいので協議します。
なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。
１　工事名

２　請負代金額
	内容
	 eq \o\ad(既契約,　　　　　)
	変　　更

	金額
	\

うち消費税及び

地方消費税相当額（\　　　　 　　　　　　）
	\

うち消費税及び

地方消費税相当額（\　　　　　　 　　　　）


３　工期
　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日　まで
４　図面及び仕様書
５　協議理由
６　協議開始日
　　令和　　年　　月　　日

７　協議が整わない場合
　　協議開始から１４日以内に協議が整わない場合には、契約約款第２４条第１項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。
（第23条､第24条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
請負代金額等の変更について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、次のとおり契約変更したいので協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１ 工事名

	内容
	既　契　約
	変　　　更

	金額
	\
うち消費税及び

地方消費税相当額（\　　　　 　　　　　　）
	\
うち消費税及び

地方消費税相当額（\　　　　　　 　　　　）


２ 請負代金額

３ 変更工期
	内容
	既　契　約
	変　　　更

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日


４ 図面及び仕様書

５ 協議理由

６ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

７ 協議が整わない場合

協議開始日から14日以内に協議が整わない場合には、契約約款第23条第1項、契約約款第24条第1項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

（第23条､第24条関係）

変更協議に係る承諾書

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（受注者）

令和　　年　　月　　日付けの(工期・請負代金額)の変更に係る協議については、承諾します。

工事名

工事場所

（第25条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）

賃金又は物価変動

に基づく請負代金額の変更について（協議）

特別の事情の発生
標記について、次のとおり協議します。

１ 工事名

２ 協議額

３ 変動前残工事代金額

４ 変動後残工事代金額

５ 基準日

６ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

注　｢賃金又は物価変動｣｢特別の事情の発生｣のいずれかの文字を＝線で削除して使用する。
（第25条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長　
賃金又は物価変動

に基づく請負代金額の変更に係る
特別の事情の発生

協議が整わなかった場合の通知について
令和　　年　　月　　日付けで協議していた事項については、協議開始日から14日以内に協議が整わなかったので、次のとおり決定します。

１ 工事名

２ 変動前残工事代金額

３ 変動後残工事代金額

４ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

注　｢賃金又は物価変動｣｢特別の事情の発生｣のいずれかの文字を＝線で削除して使用する。

（第25条関係）

令和　　年　　月　　日

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　様

（受注者）

（発注者）

賃金又は物価変動

に基づく請負代金額の変更請求について

特別の事情の発生
現在施工中の次の工事について、請負代金額が不適当となったと認めたので、契約約款第25条により請負代金額を変更されるよう請求します。

※　また、変動前残工事代金額の算定の基礎となる当該請求時の出来形部分の確認の日を定めたいので、次のとおり協議します。

１ 工事名

２ 理由
※３ 確認予定年月日

令和　　年　　月　　日

	※

上記確認予定年月日については、承諾します。

（発注者）

（受注者）　　　　　　　　　　


注
1　※は賃金又は物価変動に基く場合に記入する。

2　｢賃金又は物価変動｣｢特別の事情の発生｣のいずれかの文字を＝線で削除して使用する。
（第25条第5項関係）

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（受注者）

工事材料価格の変動に基づく請負代金額の変更について（協議）

標記について、次のとおり協議します。

１ 工事名

２ 工期

自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

３ 協議額

４ 変動前残工事代金額

５ 変動後残工事代金額

注　協議額算定の根拠となる次の書類を添付すること。

· 添付資料集計表

· 実際に購入した材料の価格（数量及び単価）、購入先、搬入・購入時期を証明する書類
（第25条第8項関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
工事材料価格の変動に基づく請負代金額の変更請求について

契約約款第25条第8項による協議開始日は、次のとおりです。

１ 工事名

２ 工期

自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日
３ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

４ 理由
（第23条､第24条､第25条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
請負代金額等の変更について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、次のとおり契約変更したいので協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１ 工事名
	内容
	既　契　約
	変　　　更

	金額
	うち消費税及び

地方消費税相当額（　　　　　　　　　　　　）
	うち消費税及び

地方消費税相当額（　　　　　　　　　　　　）

	うち

24条分
	
	

	うち

25条分
	
	


２ 請負代金額

３ 変更工期
	内容
	既　契　約
	変　　　更

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日


４ 図面及び仕様書

５ 協議理由

６ 協議開始日

令和　　年　　月　　日

７ 協議が整わない場合

協議開始日から14日以内に協議が整わない場合には、契約約款第23条第1項、契約約款第24条第1項、又は契約約款第25条第7項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。
（第25条第5項関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
工事材料価格の変動に基づく請負代金額の変更請求について（協議）

標記について、契約約款第25条第5項に基づき請負代金額の変更を次のとおり請求します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１ 工事名

２ 工期

自　令和　　年　　月　　日　

至　令和　　年　　月　　日　

３ 請求する品目

４ スライド額協議開始予定日

令和　　年　　月　　日

５ 請求の協議が整わない場合

請求日から7日以内に協議が整わない場合には、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

６ その他

請求する品目に関する資料の集計表、納品書、請求書、領収書等を、随時提出してください。

（第25条第5項関係）

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（受注者）

工事材料価格の変動に基づく請負代金額の変更請求に係る承諾書

令和　　年　　月　　日付けの工事材料価格の変動に基づく請負代金額の変更請求に係る協議については、承諾します。

１ 工事名

２ 工期

自　令和　　年　　月　　日　

至　令和　　年　　月　　日　

（第29条関係）

令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　様

（受注者）

天災その他の不可抗力による損害の通知について

次のとおり、天災、その他の不可抗力により損害を生じたので、契約約款第29条第1項により通知します。

１ 工事名

２ 工事場所

３ 天災発生年月日

４ 天然現象

５ 被災概要　（別紙内訳書及び写真）

６ 受注者のとった処置

（第29条関係）

損害確認通知書
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長　
契約約款第29条第2項に基づいて、令和　　年　　月　　日付けで通知のあった損害については、次のとおり状況を確認したので通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	損害の確認
	


（第30条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長　
設計図書の変更について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、次のとおり契約変更したいので協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１　工事名
２　設計図書（図面及び仕様書）

３　協議理由

４　協議開始日
令和　　　　年　　　　月　　　　日
５　協議が整わない場合

協議開始日から14日以内に協議が整わない場合には、契約約款第30条第1項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

（第30条関係）

別紙

変更協議に係る承諾書

令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）

令和　　年　　月　　日付けの設計図書の変更に係る協議については、承諾します。

工事名

工事場所

（第31条関係）

完　成　通　知　書
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

受注者
住所


氏名
次の工事が完成したので、通知します。
	工事名
	

	工事場所
	

	請負代金額
	

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日

	工事完成年月日
	令和　　年　　月　　日

	摘要
	


（第31条､第38条関係）

修 補 完 了 通 知 書

令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

受注者
住所


氏名

次のとおり修補が完了したので、通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	請負代金額
	

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日

完成　令和　　年　　月　　日

	修補事項
	

	修補完了
年月日
	令和　　年　　月　　日


（第31条関係）

引　　渡　　書

令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）

次の工事を契約約款第31条第4項に基づき引渡しいたします。

	工事名
	


（第31条関係）

引渡請求書
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
次の工事を請負代金の支払完了と同時に引渡ししてください。

	工事名
	


（第３２条、第３４条、第３７条、第３８条関係）
請求書
　　
￥                                                 


ただし、
工 事 名    　　　　                                　　　　     

工事場所    東広島市　　　　　                                   

に対する工事請負代金として（　前金払、中間前金払、第　回目部分払、部分引渡し払、完成払　）
上記のとおり請求します。
令和　　年　　月　　日
請求者　 住　　 　 所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
東 広 島 市 長 様
	請 負 金 額
Ａ
	前回までの受領済額
Ｂ
	今回の請求額
Ｃ
	備　考


	
	
	
	

	
	
	
	


（Ａ≧Ｂ+Ｃ）
口座振込先  

	
	
	
	
	
	
	


金融機関名                    口座番号（ 普通 ・ 当座 ）                          

     店 舗 名                      口座名義                                       

※　口座名義は、正確に記入してください。
（第３２条、第３４条、第３７条、第３８条関係）
請求書
　　
￥                                                 


ただし、
工 事 名    　　　　                                　　　　     

工事場所    東広島市　　　　　                                   

に対する工事請負代金として（　前金払、中間前金払、第　回目部分払、部分引渡し払、完成払　）
上記のとおり請求します。
令和　　年　　月　　日
請求者　 住　　 　 所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東 広 島 市 長 様
	請 負 金 額
Ａ
	前回までの受領済額
Ｂ
	今回の請求額
Ｃ
	備　考


	
	
	
	

	
	
	
	


（Ａ≧Ｂ+Ｃ）
	
	
	
	
	
	
	


口座振込先  

金融機関名                    口座番号（ 普通 ・ 当座 ）                          

     店 舗 名                      口座名義                                       

※　口座名義は、正確に記入してください。

発行責任者及び担当者  

発行責任者　　所属名（　　　）　役職名（　　　）　氏名（　　　　）　

電話番号（　　　　　）

担当者　　　　所属名（　　　）　役職名（　　　）　氏名（　　　　）　

電話番号（　　　　　）
（第33条関係）

部 分 使 用 承 認 願
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
次の工事について未だ引渡しがなされていませんが、部分使用したいので承認してください。

	工事名
	

	工事場所
	

	部分使用の範囲
	


（第33条関係）

部 分 使 用 承 諾 書
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）
令和　　年　　月　　日付けの部分使用の請求については、承諾します。

工事名
工事場所
(第34条関係)

	認　定　請　求　書

	工事名
	

	工事場所
	

	工期
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日　まで

	請負代金額
	

	上記の工事について建設工事請負契約約款第34条第5項に基づいて中間前金払の認定を請求する。

	令和　　年　　月　　日

	受注者
	住所

	
	氏名

	
	

	東　広　島　市　長　様
	

	

	

	認　　定　　調　　書

	契約の相手方
	

	工事名
	

	工事場所
	

	工期
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日　まで

	請負代金額
	

	摘要
	

	上記の工事についてその進捗を調査したところ、中間前金払をすることができる要件を具備していることを認定する(認定しない)。

	令和　　年　　月　　日

	東　広　島　市　長


（第37条関係）

請負工事出来形検査要求書

令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）
契約約款第37条第2項により、出来形検査を要求します。

	工事名
	

	工事場所
	

	請負代金額
(出来高予定額)
	\
(\　　　　　　　　　　)

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	工期
	着手　令和　　年　　月　　日
完成　令和　　年　　月　　日

	前回出来形検査
	令和　　年　　月　　日

	前回出来形検査高
(出来高予定額に対する出来形検査高)
	％
(　　　　％)

	今回見込
(出来高予定額に対する見込)
	％　　(令和　　年　　月　　日)

(　　　　％)

	回数
	回のうち　　回目


注　債務負担行為に係る契約の場合は、(　)内も併せて記入するものとする。

（第37条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
請負代金相当額について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事について、出来形検査を行なった結果、請負代金相当額について協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１　工事名


２　出来形
％
(令和　　年　　月　　日)

３　出来高請負代金相当額
\

４　協議開始日
令和　　年　　月　　日

５　協議が整わない場合

協議開始日から10日以内に協議が整わない場合には、契約約款第37条第6項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

（第38条関係）

指定部分完成通知書
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）
次の工事の指定部分が完成したので通知します。

	工事名
	

	工事場所
	

	請負代金額
	

	指定部分完成期限
	令和　　年　　月　　日

	指定部分完成年月日
	令和　　年　　月　　日

	摘要
	


（第38条関係）

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長
指定部分相当額について（協議）

令和　　年　　月　　日付けで請負契約を締結した次の工事についての指定部分相当額について協議します。

なお、承諾の上は、別紙承諾書に記名の上、提出してください。

１　工事名


２　指定部分相当額
\
３　協議開始日
令和　　年　　月　　日

４　協議が整わない場合

協議開始日から14日以内に協議が整わない場合には、契約約款第38条第2項に基づき、当該協議事項を決定し、通知したものとする。

（第37条､第38条関係）

別紙

協議に係る承諾書
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）
令和　　年　　月　　日付けの(請負代金・指定部分)相当額に係る協議については、承諾します。

工事名

工事場所

（第38条関係）

指 定 部 分 引 渡 書
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）
次の工事の指定部分を契約約款第38条に基づき引渡しいたします。

	工事名
	

	指定部分
	


（第39条関係）

代理受領承認願
令和　　年　　月　　日

　東　広　島　市　長　様

（受注者）

工事名

上記工事の請負代金の受領について、次のとおり第三者を代理人としたいので、契約約款第39条第1項に基づき承認してください。

	支払いの種類
	

	請負代金額
	

	代理受領金額
	

	代理人住所氏名
	

	理由
	


（契約保証がある場合）

（第43条､第43条の2、第43条の3関係）
建設工事請負契約解除通知書
令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長

令和　　年　　月　　日付けで貴社と請負契約を締結した次の工事について、貴社が建設工事請負契約約款（　第４３条第　　号　・　第４３条の２第１項第　　号　・　第４３条の２第２項　・　第４３条の３第　　号　）に該当すると認めたので、当該規定により当該請負契約を解除します。

１　工事名

２　工事場所

３　請負代金額

４　工期
着手　令和　　年　　月　　日


完成　令和　　年　　月　　日

（契約保証がない場合）

（第43条､第43条の2、第43条の3、第46条の3関係）
建設工事請負契約解除通知書

令和　　年　　月　　日

（受注者）　　　　　　　　様

東　広　島　市　長

令和　　年　　月　　日付けで貴社と請負契約を締結した次の工事について、貴社が建設工事請負契約約款（　第４３条第　　号　・　第４３条の２第１項第　　号　・　第４３条の２第２項　・　第４３条の３第　　号　）に該当すると認めたので、当該規定により当該請負契約を解除します。

ついては、建設工事請負契約約款第４６条の３（　第２項・第３項　）の規定により違約金として令和　　年　　月　　日までに金○,○○○,○○○円を、別途送付する納入通知書にしたがって支払ってください。

１　工事名

２　工事場所

３　請負代金額

４　工期
着手　令和　　年　　月　　日


完成　令和　　年　　月　　日
現 場 発 生 品 調 書

令和　　年　　月　　日

（監督員）　　　　　様

（会社名）
現場代理人
（氏名）
次のとおり発生品が生じたので納入します。

	工事名
	

	品　　名
	規　　格
	単位
	数量
	発　生　工　種
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	資料添付欄


工事打合せ簿
	発議者
	□　発注者　　□　受注者
	発議年月日
	

	発議事項
	□指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　□提出　

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工事名
	

	(内容)



	添付図　　　　　葉、その他添付図書

	処　理・回　答
	発注者
	上記について　□指示　　□承諾　　□協議　　□提出　　□受理　します。


　　　　　　　□その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日：

	
	受注者
	上記について　□承諾　　□協議　　□提出　　□報告　　□受理　します。


　　　　　　　□その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日：


	総括
監督員
	主任
監督員
	監督員
	
	現場
代理人
	主任（監理）
技術者

	
	
	
	
	
	


	段階確認書

	施工予定表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日：

設計図書に基づき、次のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。



	工事名：　　　　　　　　　　　　　
	受注者名：

現場代理人名等：　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	種　別

細　別

確認時期項目

施工予定時期

記　事



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日：

通　　知　　書

次の種別について、段階確認を行う予定であるので通知します。

監督職員名：

確認種別

確認細別

確認時期項目

確認時期予定日

確認実施日等



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日：

確　　認　　書

上記について、段階確認を実施し確認した。

監督職員名：　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)



材料確認書
	年月日：　　　　　　　　　　　　　

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設計図書に基づき、次の材料について確認されたく提出します。
材料名

品質規格

単位

搬入数量

確　認　欄

備考

確認年月日

確認方法

合格数量

確認印




	主任
監督員
	監督員
	
	現場
代理人
	主任（監理）
技術者

	
	
	
	
	


確認 ・ 立会依頼書

	主任
監督員
	監督員
	
	現場
代理人
	主任（監理）
技術者

	
	
	
	
	


	確認 ・ 立会事項


	工事名　　　　　　　　　　　　　　　　
	年月日：　　　　　　　　　　　

	次について　　確　認　・　立　会　　されたく提出します。

確認・立会項目

場　　　　　所

資　　　　　料

希　望　日　時
時



	確認立会員
	
	

	実施日時
	
	時　
	

	記　　　事
	
	


令和　　　年　　　月　　　日

施工体制台帳
【会社名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【事業所名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	建設業の
許可
	許可業種
	許可番号
	許可（更新）年月日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　　号
	　　年　　月　　日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　　号
	　　年　　月　　日


	工事名称

及　　び

工事内容
	

	発注者名

及　　び

住　　所
	〒



	工　　期
	自　　　年　　　月　　　日

至　　　年　　　月　　　日
	契約日
	年　　　月　　　日


	契　約
営業所
	区　　分
	名称
	住所

	
	元請契約
	
	

	
	下請契約
	
	


	健康保険
等の加入
状況
	保険加入の有無
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	加入　　未加入
	加入　　未加入
	加入　　未加入

	
	
	適用除外
	適用除外
	適用除外

	
	事業所
整理記号等
	区　分
	営業所の名称
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	元請契約
	
	
	
	

	
	
	下請契約
	
	
	
	


	発注者の

監督員名
	
	権限及び意見

申出方法
	


	監督員名
	
	権限及び意見

申出方法
	

	現場
代理人名
	
	権限及び意見

申出方法
	

	監理技術者名
主任技術者名
	専　任

非専任
	資格内容
	

	監理技術者補佐名
	
	資格内容
	

	専門
技術者名
	
	専門
技術者名
	

	
	資格内容
	
	
	資格内容
	

	
	担当

工事内容
	
	
	担　　当

工事内容
	


	一号特定技能外国人の従事の状況（有無）
	有　　無
	外国人技能実習生の従事の状況（有無）
	有　　無


(記入要領) 1上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記載を省略することができる。

2監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印をつけること。

3専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）
《下請負人に関する事項》　　　　　　
	会社名
	
	代表者名
	

	住所
電話番号
	〒

（℡　　　　―　　　－　　　　）

	工事名称

及び
工事内容
	

	工期
	自　　　年　　　月　　　日

至　　　年　　　月　　　日
	契約日
	　　　年　　　月　　　日


	建設業の
許可
	施工に必要な許可業種
	許可番号
	許可（更新）年月日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　号
	　　年　　月　　日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　号
	　　年　　月　　日


	健康保険
等の加入
状況
	保険加入の
有無
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	加入　　未加入
	加入　　未加入
	加入　　未加入

	
	
	適用除外
	適用除外
	適用除外

	
	事業所
整理記号等
	営業所の名称
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	
	
	
	


	現場代理人名
	
	
	安全衛生責任者名
	

	
	権限及び意見

申出方法
	
	
	安全衛生推進者名
	

	※主任技術者名
	専任

非専任
	
	雇用管理責任者名
	

	
	資格内容
	
	
	※専門技術者名
	

	
	
	
	資格内容
	

	
	担当工事内容
	


	一号特定技能外国人の従事の状況（有無）
	有　　無
	外国人技能実習生の従事の状況（有無）
	有　　無


	※[主任技術者、専門技術者の記入要項]

1　主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいずれかに○印を付すこと。

2　専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）

複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。


	3　主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する）

①経験年数による場合

1)大学卒[指定学科] 3年以上の実務経験

2)高校卒[指定学科] 5年以上の実務経験

3)その他         10年以上の実務経験

②資格等による場合

1)建設業法｢技術検定｣

2)建設業法｢建築士試験｣

3)技術士法｢技術士試験｣

4)電気工事士法｢電気工事士試験｣

5)電気事業法｢電気主任技術者国家試験等｣

6)消防法｢消防設備士試験｣

7)職業能力開発促進法｢技能検定｣


令和　　　年　　　月　　　日

再下請負通知書
直近上位
注文者名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【報告下請負業者】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

≪自社に関する事項≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工事名称

及　　び

工事内容
	

	工　　期
	自　　　年　　　月　　　日

至　　　年　　　月　　　日
	契約日
	年　　　月　　　日


	建設業の
許可
	施行に必要な許可業種
	許可番号
	許可（更新）年月日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　　号
	　　年　　月　　日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　　号
	　　年　　月　　日


	健康保険
等の加入
状況
	保険加入の有無
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	加入　　未加入
	加入　　未加入
	加入　　未加入

	
	
	適用除外
	適用除外
	適用除外

	
	事業所
整理記号等
	
	営業所の名称
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	
	
	
	
	


	監督員名
	
	
	安全衛生責任者名
	

	
	権限及び意見

申出方法
	
	
	安全衛生推進者名
	

	※現場代理人名
	
	
	雇用管理責任者名
	

	
	権限及び意見

申出方法
	
	
	※専門技術者名
	

	※主任技術者名
	専任

非専任
	
	
	資格内容
	

	
	資格内容
	
	
	
	担当工事内容
	


	一号特定技能外国人の従事の状況（有無）
	有　　無
	外国人技能実習生の従事の状況（有無）
	有　　無


(記入要領) 1上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記載を省略することができる。

2主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印をつけること。

3専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）

《再下請負関係》　　　　　　　　　再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。
	会社名
	
	代表者名
	

	住所
電話番号
	〒

（℡　　　　―　　　－　　　　）

	工事名称

及び
工事内容
	

	工期
	自　　　年　　　月　　　日

至　　　年　　　月　　　日
	契約日
	　　　年　　　月　　　日


	建設業の
許可
	施工に必要な許可業種
	許可番号
	許可（更新）年月日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　号
	　　年　　月　　日

	
	工事業
	大臣　特定

知事　一般　　第　　号
	　　年　　月　　日


	健康保険
等の加入
状況
	保険加入の
有無
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	加入　　未加入
	加入　　未加入
	加入　　未加入

	
	
	適用除外
	適用除外
	適用除外

	
	事業所
整理記号等
	営業所の名称
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	
	
	
	


	現場代理人名
	
	
	安全衛生責任者名
	

	
	権限及び意見

申出方法
	
	
	安全衛生推進者名
	

	※主任技術者名
	専任

非専任
	
	雇用管理責任者名
	

	
	資格内容
	
	
	※専門技術者名
	

	
	
	
	資格内容
	

	
	担当工事内容
	


	一号特定技能外国人の従事の状況（有無）
	有　　無
	外国人技能実習生の従事の状況（有無）
	有　　無


	※[主任技術者、専門技術者の記入要項]

1　主任技術者の配置状況について[専任・非専任]のいずれかに○印を付すこと。

2　専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）

複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。


	3　主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する）

①経験年数による場合

1)大学卒[指定学科] 3年以上の実務経験

2)高校卒[指定学科] 5年以上の実務経験

3)その他         10年以上の実務経験

②資格等による場合

1)建設業法｢技術検定｣

2)建設業法｢建築士試験｣

3)技術士法｢技術士試験｣

4)電気工事士法｢電気工事士試験｣

5)電気事業法｢電気主任技術者国家試験等｣

6)消防法｢消防設備士試験｣

7)職業能力開発促進法｢技能検定｣


	事　故　等　速　報

	所属
	

	速報者
	
	受理　令和　年　　月　　日　　時　　分

	発生年月日
	令和　　年　　月　　日　　時　　分ごろ

	発生場所
	東広島市　

	件名
	

	有資格業者名
	元　請
	

	
	下　請
	

	
	当事者(加害)
	当事者(被害)

	住所
	
	

	氏名
	
	

	生年月日(年令)
	
	

	職種
	
	

	雇主
	
	

	負傷の程度
	
	

	事故等の概要及び原因

	

	発生後の措置

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　括　　　主　任　　　監督員


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監督員　　　監督員





【発注者処理欄】


□　上記について同一現場とみなし承認する。


□　上記について承認しない。


（承認しない理由）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





令和　　年　　月　　日





次の①及び②のいずれにも該当する場合に提出。


①当該工事にのみ配置する。


②営業所技術者等又は経営業務の管理責任者のいずれにも該当しない。





次の①又は②のいずれかに該当する場合に提出。


①当該工事以外に技術者等として配置している。


②営業所技術者等又は経営業務の管理責任者を建設工事に配置する。





表１：他の建設工事への技術者等としての兼務状況





表２：配置者の従事状況について、該当するものに○で囲んでください。





※提出する際はこの枠を削除してください。





（参考例１　請求者が押印をする場合）





※提出する際はこの枠を削除してください。





（参考例２　請求者の押印を省略する場合）　


発行責任者（代表取締役、支店長、営業所長等、請求書を発行するに当たり責任を有する方）及び担当者の氏名及び電話番号を記載すること。　


※発行責任者と担当者は同一人物でも可





元請名称�
�
�
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